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(57)【要約】
【課題】薄層化及び軽量化を実現しつつ、緯方向及び経
方向の両方の手切れ性、及び、加工性に優れた布粘着テ
ープを提供する。
【解決手段】布粘着テープ１００は、布粘着テープ用基
材１，２の両面にラミネート層２０が形成されてなるラ
ミネート基布２２の片面に、感圧性粘着剤が塗布されて
なる粘着剤層２４が設けられたものである。布粘着テー
プ用基材１は、並列された経糸１２の全幅に渡って緯糸
１６が交互に織込まれた織組織を有する織布からなり、
布粘着テープ用基材２は、並列された経糸１２がたて編
みされた独立鎖編み１４の全幅に渡って緯糸１６が挿入
された編布からなる。また、布粘着テープ用基材１，２
における経糸１２及び緯糸１６は、非極性樹脂に、０．
０５～３．０質量％の含有割合で無機フィラーが添加さ
れた樹脂組成物から形成されている。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　経糸と緯糸とを有する織布又は編布からなる基材、及び、該基材の片面側又は両面側に
形成されており且つ樹脂がラミネート処理されてなるラミネート層、を有するラミネート
基布と、
　前記ラミネート基布の片面又は両面に形成されており、且つ、感圧性粘着剤が塗布され
てなる粘着剤層と、
を備えており、
　前記経糸及び前記緯糸のうち少なくとも緯糸は、非極性樹脂に０．０５～３．０質量％
の無機フィラーが含有されてなる樹脂組成物からなる、
布粘着テープ。
【請求項２】
　前記基材は、前記経糸の繊度（Ｄwarp）が１０～１０００デニールであり、且つ、前記
経糸の織り密度（Ｕwarp）が前記緯糸の織り密度（Ｕweft）以上のものである、
請求項１記載の布粘着テープ。
【請求項３】
　前記ラミネート層を構成する樹脂は、融点が６５～３５０℃のものであり、
　前記経糸及び前記緯糸のうち少なくとも前記緯糸は、融点が６５～２５０℃であり、且
つ、メルトフローレートが０．１～２０である樹脂で形成されたものである、
請求項１又は２項記載の布粘着テープ。
【請求項４】
　前記ラミネート層を構成する樹脂の容積が、前記基材における空間体積の２０％以上で
ある、
請求項１～３のいずれか１項記載の布粘着テープ。
【請求項５】
　前記ラミネート基布における前記ラミネート層と前記基材との密着性が、３（Ｎ／イン
チ）以上である、
請求項１～４のいずれか１項記載の布粘着テープ。
【請求項６】
　前記感圧性粘着剤は、貯蔵弾性率が１０5～１０7（ｄｙｎ／ｃｍ2）であり、且つ、厚
さが５～２００μｍであり、
　当該布粘着テープの厚さが１．０ｍｍ以下である、
請求項１～５のいずれか１項記載の布粘着テープ。
【請求項７】
　前記基材は、前記経糸が鎖編みされた編布からなる、
請求項１～６記載のいずれか１項記載の布粘着テープ。
【請求項８】
　前記緯糸は、幅が０．２～２．０（ｍｍ）であり、且つ、厚さが０．０１～０．１（ｍ
ｍ）であるフラットヤーンからなるものである、
請求項１～７のいずれか１項記載の布粘着テープ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、薄層布粘着テープに関する。
【背景技術】
【０００２】
　昨今、布粘着テープは、従前の段ボール等を用いた荷造り・梱包作業に加え、塗装時や
引越し等の作業時に壁や床等を保護する養生用途のみならず、その優れた手切れ性（引き
裂き容易性）が奏する簡便性ゆえに、日常生活においても、応急固着や仮止め等に多用さ
れるようになってきた。
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【０００３】
　一般に、布粘着テープは、織布や編布等の基材の片面又は両面をポリエチレン樹脂等の
ポリオレフィン樹脂でラミネートした後、感圧接着剤を塗布することにより製造される。
また、これらの織布及び編布基材を構成する糸種としては、レーヨンスフ糸（rayon stap
le fiber）、綿糸、ＣＶＣ（chief value of cotton：綿高率混；ＰＥＴ／綿の混紡糸）
糸、ＴＲ糸（ポリエステル/スフ混紡糸）、マルチフィラメント糸、フラットヤーン等が
一般的に用いられている（例えば、特許文献１～６参照）。
【０００４】
　このような構造を有する布粘着テープは、その経方向（長手方向、縦方向、経糸方向）
の強度を十分に維持しつつ、緯方向（幅方向、横方向、緯糸方向）の手切れ性を十分に確
保できることを最大の特徴としている。かかる特性は、各種作業に要求される最低限の強
度が経方向（長手方向）において連続的に維持されつつ、緯方向（幅方向）の引き裂き易
さ、及び、その引き裂きの直線性を維持するべく、経糸と緯糸の交点でラミネート層を確
実に密着させて経糸／緯糸間のズレを抑止する固定効果によって発現される。
【特許文献１】特公平１－４１１８９号公報
【特許文献２】特許第２６２３９４７号公報
【特許文献３】特許第２６３５７９５号公報
【特許文献４】特許第２８４３０４３号公報
【特許文献５】特許第３５５５８８０号公報
【特許文献６】実開平４－６９４８２号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　先述したとおり、近時、布粘着テープは日常生活においても多用されていることから、
これまでよりも（例えば、業務用製品等に比して）より薄く且つより軽量なものが熱望さ
れている。また、そればかりか、用途が各種のものへと拡大したため、場合によっては、
緯方向のみならず、経方向の手切れ性も要求されるようになってきた。
【０００６】
　しかし、かかる要求に対し、標準的なスパン糸を用いた従来の織物基材では、緯方向及
び経方向の手切れ性を実現できるものの、基材を構成する経糸の繊維の太さを細くするに
は限界があり、こうなると、片面をラミネートするタイプのものでは、布粘着テープにお
けるラミネート層の空間体積率がある程度大きくなるため、布粘着テープ製造に多量の粘
着剤を塗布する必要があり、軽量化には限界があった。
【０００７】
　これを解決するべく、ポリエステル糸のようなマルチフィラメント糸を経糸に用いるこ
とにより薄層化を図ることも提案されているが、マルチフィラメント糸は一般に引張強度
が大きい傾向にあるため、経糸を極端に細くしたり、或いは、経糸に化学的、物理的処理
を施し強度低下を図ったりすることにより、手切れ性を付与する必要があった。こうなる
と、製造上、取り扱いが煩雑となったり、工数（手間）が増大してしまったりといった不
都合があり、その結果、生産性が低下してしまうという問題があった。
【０００８】
　また、薄層化と軽量化を両立させるべく、経糸及び緯糸としてポリエチレン樹脂等から
なるフラットヤーンを用いた織布基材の両面に、同種のポリエチレン樹脂をラミネートし
た基布を積層した布粘着テープが上市されている。しかし、かかる布粘着テープでは、あ
る程度の薄層化と軽量化が実現され得るものの、布粘着テープにおける経方向と緯方向の
強度バランスをとるために、緯糸の引張強度をより大きくする必要があるので、経方向の
手切れ性が不十分であった。
【０００９】
　一方、編布を基材として用いた布粘着テープが、米国等ではダクト用テープとして市販
されており、さらには、上記特許文献５に開示されているように、経糸にポリエステル糸
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、及び、緯糸にフラットヤーンを用いた編布基材が提案されており、見かけ上の薄層化と
軽量化の向上が試みられている。しかし、こうした編布を基材として用いた布粘着テープ
では、編布生産時に製造不具合や外観上の問題が発生したり、また、ラミネート密着性不
足に起因して手切れ性の発現が十分でなかったり、未だ十分に満足できる特性を有するも
のが得られていないのが現状である。
【００１０】
　すなわち、特許文献５等に記載された編布基材を用いたものは、極性を有するマルチフ
ィラメントが多数並列し且つ独立鎖編みされた経糸の全幅にわたり、非極性のフラットヤ
ーンが緯糸として挿入されて編布が形成されているが、その編み時に形成される経糸のル
ープに緯糸を挿入するとき、非極性フラットヤーンの滑り性不足や摩擦（摩擦熱）によっ
てヤーンが切れてしまったり（例えば、低密度ポリエチレン（ＬＤＰＥ）の摩擦係数は５
．０）、経糸が傷付いて基材そのものが切れてしまったりといった不具合が発生すること
があった。また、場合によっては、緯糸に顕著に生じる摩擦帯電によっても、緯糸が切れ
てしまったり、垂れ（タレ）や抜け等の編機の不具合が発生したりするおそれもあり、加
工性の観点から改善が望まれていた。
【００１１】
　この摩擦帯電は、旧来より、織布や編布生産時やその後工程の加工時に発生することが
知られているが、その要因や作用機序の詳細については未だ十分に解明されていない。ま
た、経験的に知られている摩擦帯電列が離れているほど摩擦帯電圧（例えば、日本工業規
格ＪＩＳ　Ｌ　１０９４　５．２「織物及び編物の帯電圧試験方法」に準じて測定される
帯電圧）が大きくなる等と言われているが、同種繊維や金属ロールと基材の摩擦において
も、有意量の摩擦帯電が生じることもあり、理論的に十分な説明ができない事象が未だ多
く存在しているのが現状である。
【００１２】
　さらに、この編布上に非極性のフラットヤーンと同一の非極性樹脂をラミネートする際
、通常、密着性を向上させる目的で化学的及び／又は物理的なＡＣ（アンカーコート）処
理を施すことが多いが、化学的なＡＣ処理の場合、編布の静電気帯電によってＡＣ剤が部
分的にはじかれたり（部分ハジキの発生）、また、コロナ（放電）処理のような物理的な
ＡＣ処理の場合、繊維内部の空間における糸間距離が、電気的反発力によって必要以上に
離間して保持されてしまったりすることがある。こうなると、ラミネート樹脂と基材との
濡れ性が不均一及び不十分となり、その結果、両者の密着性が十分に高められず、良好な
手切れ性が局所的に発現し難くなるという不都合があった。
【００１３】
　そこで、本発明はかかる事情に鑑みてなされたものであり、薄層化及び軽量化を実現し
つつ、緯方向及び経方向の両方の手切れ性、及び、加工性に優れた布粘着テープを提供す
ることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　上記課題を解決するために、本発明者は鋭意研究を重ねた結果、布粘着テープの基材で
ある織布又は編布を構成する経糸及び緯糸として、所定の組成を有するものを用いること
により、基材のみならず布粘着テープの特性を改善できることを見出し、本発明に到達し
た。
【００１５】
　すなわち、本発明による布粘着テープは、経糸と緯糸とを有する織布又は編布からなる
基材、好ましくは、緯糸、又は、経糸と緯糸がフラットヤーンからなり、且つ、織布又は
編布からなる基材、及び、その基材の片面側又は両面側に形成されており且つ樹脂がラミ
ネート処理されてなるラミネート層を有するラミネート基布と、ラミネート基布の片面又
は両面に形成されており、且つ、感圧性粘着剤が塗布されてなる粘着剤層とを備えており
、基材を構成する経糸及び緯糸のうち少なくとも緯糸、好ましくは経糸及び緯糸の両方が
、非極性樹脂に０．０５～３．０質量％（実質的に重量％と同義）の無機フィラーが含有
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されてなる樹脂組成物からなるものである。また、その基材の片面又は両面に化学的又は
物理的に形成されたアンカー層を設けると好適である。
【００１６】
　本発明者が、かかる構成を有する布粘着テープの種々の物性について測定及び解析を行
ったところ、基材を構成する経糸及び緯糸（少なくとも緯糸）として、ポリオレフィン樹
脂等の非極性樹脂に上記の含有割合で無機フィラーを添加したものを用いた場合、その少
なくとも緯糸に見かけ上の極性と滑り性が付与され、基材を形成するときに滑り性が向上
されるとともに、帯電防止効果（摩擦帯電の抑止効果）が得られることが判明した。また
、その基材上に樹脂をラミネート処理する際に、基材が呈する帯電防止効果により、基材
とラミネート層との密着性が高められることが確認された。特に、例えば、上述の如く経
糸が鎖編されて形成されたループに緯糸を挿入する構造の編布では、滑り性向上と帯電防
止効果が顕著であることが確認された。これにより、手切れ性及び引き裂きの向上が図ら
れ、また、経糸や緯糸としてフラットヤーンを用いる場合にも有意な効果が得られ、その
結果、布粘着テープ用基材ひいては布粘着テープの更なる薄層化及び軽量化も実現される
。
【００１７】
　また、基材は、経糸の繊度（Ｄwarp）が１０～１０００デニールであり、且つ、縦糸の
織り密度（Ｕwarp）が、緯糸の織り密度（Ｕweft）以上のものであると好ましい。なお、
織り密度は、打ち込み本数（本／インチ）で表される。
【００１８】
　さらに、ラミネート層を構成する樹脂は、融点が６５～３５０℃のものであり、経糸及
び緯糸のうち少なくとも緯糸は、融点が６５～２５０℃であり、且つ、メルトフローレー
ト（ＭＦＲ）が０．１～２０である樹脂で形成されたものであると好適である。
【００１９】
　またさらに、ラミネート層を構成する樹脂の容積が、基材における空間体積の好ましく
は２０％以上であり、より好ましくは５０％以上であることが望ましい。
【００２０】
　さらにまた、ラミネート基布におけるラミネート層と基材との密着性が、３（Ｎ／イン
チ）以上であると更に好適である。
【００２１】
　また、感圧性粘着剤は、貯蔵弾性率（Ｇ’：ジープライム）が１０5～１０7（ｄｙｎ／
ｃｍ2）であり、且つ、厚さが５～２００μｍであり、当該布粘着テープの厚さが１．０
ｍｍ以下であると有用である。
【００２２】
　さらに、基材は、経糸が鎖編みされた編布からなるものであると一層好ましい。
【００２３】
　より具体的には、緯糸は、幅が０．２～２．０（ｍｍ）であり、且つ、厚さが０．０１
～０．１（μｍ）であるフラットヤーンからなるものである。
【発明の効果】
【００２４】
　本発明によれば、経糸と緯糸とを有する織布又は編布からなる基材にアンカー処理層を
介して樹脂のラミネート層が形成されているので、薄層化及び軽量化を簡易に実現できる
。また、基材を構成する経糸及び緯糸のうち少なくとも緯糸が、０．０５～３．０質量％
の無機フィラーを含有するポリオレフィン系樹脂組成物からなることにより、その少なく
も緯糸に、極性と滑り性が付与され、基材形成の際の滑り性と帯電防止効果が高められる
ので、経糸や緯糸の破損や切断を抑止して加工性を向上させつつ、基材とラミネート層と
の濡れ性が均一且つ十分に高められ、これにより、両者の密着性を十分に高めることがで
きるので、経糸及び緯糸双方の手切れ性を向上させることが可能となる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２５】
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　以下、本発明の実施の形態について詳細に説明する。なお、同一の要素には同一の符号
を付し、重複する説明を省略する。また、上下左右等の位置関係は、特に断らない限り、
図面に示す位置関係に基づくものとする。さらに、図面の寸法比率は、図示の比率に限定
されるものではない。また、以下の実施の形態は、本発明を説明するための例示であり、
本発明をその実施の形態のみに限定する趣旨ではない。さらに、本発明は、その要旨を逸
脱しない限り、さまざまな変形が可能である。
【００２６】
　図１及び図２は、本発明による布粘着テープの好適な一実施形態に備わる布粘着テープ
用基材を概略的に示す平面図である。図１に示す布粘着テープ用基材１（基材）は、並列
された経糸１２の全幅に渡って緯糸１６が交互に織込まれた織組織を有する織布からなる
。ここで、「織布」とは、所定の本数引き揃えた経糸を織機にかけ、摩擦に耐えられるよ
うに糊付けした緯糸をシャトル、空圧、水圧等で連続的に交差させて織り上げるものをい
う。
【００２７】
　また、図２に示す、布粘着テープ用基材２（基材）は、並列された経糸１２がたて編み
された独立鎖編み１４の全幅に渡って緯糸１６が挿入された編布からなる。ここで、「た
て編み」とは、針に平行する状態の導糸針に整経された経糸を導き、これを編針に絡ませ
て編成運動を行なう編み方であり、針に対する糸の絡ませ方で、開き目、閉じ目ができ、
一本の針に常に一本の糸を絡ませるとき、ループの連鎖がひも状に形成される。
【００２８】
　さらに、図３は、本発明による布粘着テープの好適な一実施形態の要部を概略的に示す
断面図である。布粘着テープ１００は、図１及び図２にそれぞれ示す布粘着テープ用基材
１，２の両面にラミネート層２０が形成されてなるラミネート基布２２の片面に、感圧性
粘着剤が塗布されてなる粘着剤層２４が設けられたものである。なお、布粘着テープ用基
材１，２とラミネート層２０との接合性を高める観点より、布粘着テープ用基材１，２の
片面又は両面にアンカー層を形成してもよく、このアンカー層は、例えば、コロナ処理等
の物理的処理（機械的な処理も含む）、或いは、化学的処理によって形成することができ
る。
【００２９】
　織布からなる布粘着テープ用基材１、及び、編布からなる布粘着テープ用基材２では、
経糸１２及び緯糸１６の材質は、非極性樹脂であれば特に制限されず、例えば、ポリオレ
フィン系樹脂、ポリエステル系樹脂、ポリスチレン系樹脂、ポリアミド系樹脂等のうち非
極性のものが挙げられ、より具体的には、ポリエステル（ポリエチレンテレフタレート）
、ポリアミド（６―ナイロン、６６-ナイロン）、ビスコースレーヨン、アセテート、ポ
リビニルアルコール系合成樹脂（ビニロン）、ポリウレタン等が好適であり、布粘着テー
プ用基材１，２ひいては布粘着テープ１００の厚さをより薄くできる観点から、ポリエス
テルが望ましい。
【００３０】
　また、糸の形態も特に制限されないが、好ましくは、経糸１２が、フィラメントヤーン
、スパンヤーン、バルキーヤーン、フラットヤーン等で形成され、緯糸１６が、フラット
ヤーンで形成されている。
【００３１】
　ここで、フィラメントヤーン（Filament yarn）は、連続した長繊維を数本以上合わせ
たマルチフィラメント糸の形状で使用でき、多くの化学繊維がこれに相当し、また、異種
フィラメントを合わせたハイブリッドマルチフィラメントを使用することもできる。
【００３２】
　また、スパンヤーン（span yarn)は、天然繊維や短くカットした化学繊維を束ね、撚り
をかけて紡績した糸をいい、前述のレーヨンスフ糸、綿糸、ＣＶＣ糸、ＴＲ糸等が一般的
であり、切れ性に優れる糸である。
【００３３】
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　さらに、バルキーヤーン（bulky yarn）は、本来まっすぐなフィラメント糸に、捲縮を
施すことにより、バネの伸縮性と毛糸の嵩高性、保湿性、吸湿性を付与したものであり、
テープ基材用糸としてフィラメント糸の切れにくさを改善するために用いる。
【００３４】
　またさらに、フラットヤーン（flat yarn）は、Ｔダイ又はインフレーション式製膜機
で作製したフィルムを適当幅に切れ込んで（スリットして）テープ状にした後、延伸処理
により所定方向に分子を配向させたものをいう。このフラットヤーンは、剛性が過度に小
さいと、小さな力で捩れを起こしたり、僅かな張力の変化で断面積が変化したりして、緯
糸切れの原因となり得る。また、滑り性が不足すると、織布や編布時に、原糸ボビンから
の解除摩擦による寸法変化等の解除不良や、解除摩擦や経糸との摩擦による静電気発生を
主因とする糸切れを引き起こし易い。
【００３５】
　ここで、経糸１２としてフィラメントヤーンを用いると、スパンヤーン、バルキーヤー
ンに比して細い糸で同一強度を得易く、その結果、布粘着テープ用基材１，２（基布）を
より薄くできる利点がある。一方、経糸１２としてスパンヤーン又はバルキーヤーンを用
いると、厚さの観点からは不利であるものの、フィラメントヤーンに比して繊維長が短い
ので、引き裂き性を向上でき、且つ、緯糸１６との絡み効果を有するので、手切れ性をよ
り向上させ易い利点がある。他方、経糸１２としてフラットヤーンを使用すると、経方向
の手切れ性を付与する観点からは、緯糸１６との組み合わせに注意を要するものの、その
断面が扁平な矩形状をなすので、打ち込み本数をより少なくでき、且つ、布粘着テープ用
基材１，２をより薄くできる利点がある。
【００３６】
　また、緯糸１６としてフラットヤーンを用いると、布粘着テープ用基材１，２を一層薄
くすることができ、布粘着テープの引き裂きの直線性を維持し易く、さらに、後述するラ
ミネート層との高い密着性等を確保し易くなる利点がある。
【００３７】
　ここで、手切れ性の良し悪しは、一般に、より小さい応力で切れることと、切り口の直
線性つまり引き裂きの直線性によって判断することができる。
【００３８】
　小さい応力での切れ性を高めて手切れ性を向上させるには、経糸１２のほぐれ易さを高
め、低強度化によって緯糸１６よりも経糸１２の引張強度を低下させ、低伸度化により手
切れ時のきっかけを作り易くするとともに、応力が印加されたときに経糸１２と緯糸１６
がズレないように固定することが有効である。例えば、上述した各種の糸のなかでもスパ
ンヤーンを用いると、経糸１２のほぐれ易さをより高めることができ、また、フィラメン
トヤーンを低強度化するには、細くするか、化学的・物理的な処理により強度を低下させ
ることが有用である。
【００３９】
　切り口の直線性を十分に確保するには、緯糸１６の整列性を高めることが好ましく、こ
れには、打ち込み本数を増大させることが有利であり、緯糸１６としてフラットヤーンを
用いれば、打ち込み本数を増やすのと同様の効果を奏することができる。
【００４０】
　また、一般に、緯方向の引き裂き直線性は比較的発現させ易い傾向にあるものの、織布
において経糸１２にフラットヤーンを用いた場合、その構造上、経方向の手切れ性が発現
されないか、直線的に切り裂くことが困難な傾向にある。この要因のひとつは、先述の如
く、経糸に比して緯糸の引張強度が極めて大きいことである。例えば、前述した特許文献
５に記載された基材では、経糸にポリエステル繊維を使用する場合のその引張強度は４０
～４００ｇｆ（０．３９２～３．９２Ｎ）であり、緯糸のフラットヤーンの強度は８００
～２３００ｇｆ（７．８４～２２．５Ｎ)と経糸に比して桁違いに大きい。
【００４１】
　これに対し、例えば編布からなる布粘着テープ用基材２では、経糸１２として、引張強
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度が例えば４０～４００ｇｆ（０．３９２～３．９２Ｎ）であるポリエステル繊維を用い
た場合、緯糸１６にフラットヤーンを用いるときの引張強度は、経糸１２と同程度すなわ
ち４００ｇｆ（３．９２Ｎ）又はそれより若干大きい程度とされる。これにより、従来に
比して手切れ性に優れ、しかもより薄い布粘着テープを得ることができる。
【００４２】
　そのために、布粘着テープ用基材１，２における経糸１２及び緯糸１６のうち少なくと
も緯糸１６は、本来その化学構造から非極性であるポリエチレン樹脂等の非極性樹脂に、
０．０５～３．０質量％の含有割合で無機フィラーが添加された樹脂組成物から形成され
ている。無機質フィラーとしては、特に制限はなく、炭酸カルシウム、硫酸マグネシウム
、酸化アルミニウム等から、適宜選択して使用することができる。
【００４３】
　このように布粘着テープ用基材１，２を構成する経糸１２及び緯糸１６（少なくとも緯
糸１６）としてポリオレフィン樹脂等の非極性樹脂に上記の含有割合で無機フィラーを添
加したものを用いた場合、経糸１２及び緯糸１６（少なくとも緯糸１６）に見かけ上の極
性と滑り性が付与され、基材を形成するときに滑り性が向上されるとともに、帯電防止効
果（摩擦帯電の抑止効果）が発現される。
【００４４】
　かかる作用効果が奏される作用機序の理論的な詳細は未だ解明されてはいないが、無機
質フィラーの表面突起効果と表面改質効果によって吸着水が増加し、これにより滑り性と
帯電防止効果が発現されるものと推定される。ただし、かかるメカニズムに限定されない
。
【００４５】
　また、無機フィラーの添加量が０．０５～３．０質量％であれば、経糸１２及び緯糸１
６（少なくとも緯糸１６）の伸びが抑制され、スティフネス（フィルムのこわさを表し、
ＪＩＳ　Ｐ　８１２５ 荷重曲げ法による板紙のこわさ試験方法に準拠して測定すること
ができる。）が増加するため、糸形成時の糸切れの発生を十分に防止でき、さらに、布粘
着テープ用基材１，２の織布や編布を形成するときの糸切れを抑止し、且つ、寸法安定性
を向上させることができるとともに、布粘着テープ用基材１，２にラミネート層２０を積
層する際に基材のカール（巻き）を抑制できる。
【００４６】
　この無機フィラーの添加量が０．０５質量％未満の場合、経糸１２及び緯糸１６（少な
くとも緯糸１６）の表面積の増加が不十分となり、その結果、糸の滑り性が不足してしま
うことにより、その摩擦抵抗が、無機フィラー未添加の非極性樹脂からなる糸と大差なく
、有意な帯電防止効果を得ることができない。一方、無機フィラーの添加量が３．０質量
％を超えると、経糸１２及び緯糸１６（少なくとも緯糸１６）そのものの剛性が向上され
るものの、透明性が著しく低下したり、糸表面から無機フィラーの一部が剥落したりする
等、糸製造環境や基布製造環境を汚染する不具合を引き起こし、また、ラミネート時の密
着強度が著しく低下してしまうことにより、実用的な製品を得難くなる。
【００４７】
　さらに、ラミネート層２０としては、特に制限されないが、ポリエチレン樹脂、ポリプ
ロピレン樹脂、ポリブチレン樹脂、それらの共重合体等のポリオレフィン樹脂を好ましく
使用でき、これらのなかでは、コスト及びフィルム形成の観点からポリエチレン樹脂が特
に好ましい。
【００４８】
　ここで、ラミネート層として、例えばポリエチレン等のポリオレフィン樹脂を布粘着テ
ープ用基材にラミネートする場合、無機フィラーが添加されていない一般的なポリエチレ
ンからなる糸を使用した布粘着テープ用基材では、化学的なアンカー処理やコロナ処理等
の物理的なアンカー処理が必要な傾向にあるが、このとき、布粘着テープ用基材同士の摩
擦やガイドロール等との摩擦による基材の静電気帯電による部分ハジキ（局所的なハジキ
）が発生したり、繊維内部の空間が電気的反発力によって必要以上に保持されたりして、
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ラミネート樹脂と経糸及び緯糸との濡れ性が不均一又は不十分となってしまい、その結果
、布粘着テープ用基材とラミネート層との密着性が不十分となり、そのため、良好な手切
れ性が部分的に発現しなくなるといった不都合が生じる傾向にある。
【００４９】
　これに対し、ラミネート層２０として、例えばポリエチレン等のポリオレフィン樹脂を
布粘着テープ用基材１，２にラミネートする場合には、良好な滑り性と高い帯電防止効果
により、安定した手切れ性を有する布粘着テープ１００を得ることが可能である。しかも
、経糸１２及び緯糸１６（少なくとも緯糸１６）が無機フィラーを含有することにより、
見かけ上の融点が上昇し耐熱温度を高めることができるので、布粘着テープ用基材１，２
にラミネート層２０をラミネートするときにより高い温度で加熱でき、これにより、ラミ
ネート層２０濡れ性が向上され、両者の密着性を更に向上させることができる。その結果
、布粘着テープ１００の手切れ性を更に改善することが可能となる。
【００５０】
　また、布粘着テープ用基材２によれば、経糸１２が鎖編みされているので、経糸１２と
緯糸１６との交差部位間で経方向の糸伸びを制限することができ、これにより、布粘着テ
ープ１００の手切れ性をより一層向上させることができる。
【００５１】
　また、布粘着テープ用基材１，２では、経糸１２の繊度（Ｄwarp）が１０～１０００デ
ニールとされ、且つ、経糸１２の織り密度（Ｕwarp）が、緯糸１６の織り密度（Ｕweft）
以上、すなわち、下記式（１）；
Ｕweft≦Ｕwarp　　…（１）、
で表される関係を満たす範囲の値であると好ましい。なお、織り密度は、打ち込み本数（
本／インチ）で表される。
【００５２】
　この経糸１２の繊度（Ｄwarp）が１０デニール未満であると、経方向の強度が過度に低
くなってしまい、場合によっては、弱い衝撃によって布粘着テープが切れてしまうことが
ある。一方、この経糸１２の繊度（Ｄwarp）が１０００デニールを超過すると、逆に、経
方向の強度が過度に大きくなってしまい、手で切断し難くなるおそれがある。また、経糸
１２の織り密度（Ｕwarp）が、緯糸１６の織り密度（Ｕweft）未満となると、緯方向へ手
で引き裂く際に経糸１２のずれが過大となってしまい、その結果、応力が集中し難くなり
、切断面に毛羽立ちが顕著に目立つようになってしまう。
【００５３】
　さらに、ラミネート層２０を構成する樹脂の融点が６５～３５０℃であり、経糸１２及
び緯糸１６のうち少なくとも緯糸１６の融点が６５～２５０℃であり、且つ、メルトフロ
ーレートが０．１～２０である樹脂で形成されたものであると好適である。ラミネート層
２０の樹脂の融点が６５℃未満の場合、基布への流れ込み量は十分となるものの、加工温
度が低くなるため、基布を熱劣化させることが困難となり、手切れ性が不都合な程度に低
下してしまう傾向にある。一方、ラミネート層２０の樹脂の融点が３５０℃を超える場合
、加工温度が過度に高くなるため、基布の熱劣化が過剰となってしまい、こうなると手切
れ時の適度な直進性を発現させることが困難な傾向にある。
【００５４】
　また、緯糸１２の融点が６５℃未満の場合、熱劣化による強度低下を引き起こし易くな
る傾向にある。一方、緯糸１２の融点が２５０℃を超える場合には、逆に熱劣化が生じ難
く、十分な手切れ性を発現させ難くなる傾向にある。
【００５５】
　さらに、緯糸１６を形成する樹脂のＭＦＲが０．１未満の場合、緯糸１６がフラットヤ
ーンのときにその作製時の吐出量が過少となってしまい、生産性及び経済性を十分に高め
難い傾向にある。一方、緯糸１６を形成する樹脂のＭＦＲが２０を超えると、場合によっ
ては成膜性が極度に悪化し、加工性を著しく損ねてしまう傾向にある。
【００５６】
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　またさらに、ラミネート層２０を構成する樹脂の容積が、布粘着テープ用基材１，２に
おける空間体積の２０％以上であると有用である。この割合が２０％未満であると、ラミ
ネート層２０による基布の固定が十分に行なわれないことがあり、その結果、ラミネート
層の剥がれや手切れ性の低下といった不都合を生じ易い傾向にある。
【００５７】
　さらにまた、ラミネート基布２２におけるラミネート層２０と布粘着テープ用基材１，
２との密着性が、３（Ｎ／インチ）以上であるとより好ましい。この密着性が３（Ｎ／イ
ンチ）未満であると、被着体に貼付した布粘着テープ１００を剥がす際、ラミネート層２
０と布粘着テープ用基材１，２との間で剥がれが発生してしまい、被着体の貼り付け面を
汚してしまうという不具合が生じ易い傾向にある。
【００５８】
　加えて、粘着剤層２４を形成する感圧性粘着剤の貯蔵弾性率Ｇ’が１０5～１０7（ｄｙ
ｎ／ｃｍ2）であり、且つ、厚さが５～２００μｍであり、布粘着テープ１００の厚さが
１．０ｍｍ以下であると更に好適である。この貯蔵弾性率Ｇ’が１０5（ｄｙｎ／ｃｍ2）
未満であると、粘着剤層２４の流動性が過度に高くなる一方で、この貯蔵弾性率が１０7

を超えると、初期タックが発現し難くなり、場合によっては、粘着テープ用途として不適
となってしまう傾向にある。また、布粘着テープ１００の厚さが１．０ｍｍを超えると、
ロール状テープとしたときに過度に重くなってしまい、作業性が悪化する傾向にある。
【００５９】
　さらに、緯糸１６の幅が０．２～２．０（ｍｍ）であり、且つ、厚さが０．０１～０．
１（ｍｍ）であるフラットヤーンからなるものであると特に好ましい。この、緯糸１６の
幅が０．２ｍｍ未満では、緯糸１６の強度が過弱となってしまい易く、手切れ時の緯方向
直進性が得難くなる傾向にある。一方、その幅が２．０ｍｍを超えると、フラットヤーン
の折れが発生し易くなるといった不都合がある。また、緯糸１６の厚さが０．０１ｍｍ未
満の場合も、強度が過度に低くなってしまい易く、加工中に切れが発生し易くなる傾向に
ある。他方、その厚さが０．１ｍｍを超えると、テープ剛性が過大となってしまい、テー
プ使用時の被着体への追従性が不都合な程度に悪化してしまう傾向にある。
【００６０】
　図４及び図５は、それぞれ、本発明による布粘着テープの好適な他の実施形態の要部を
概略的に示す断面図である。図４に示す布粘着テープ２００は、図１及び図２にそれぞれ
示す布粘着テープ用基材１，２の片面にラミネート層２０が形成されてなるラミネート基
布２６の片面に、粘着剤層２４が設けられたものである。また、図５に示す布粘着テープ
３００は、図３に示す布粘着テープ１００のラミネート基布２２の両面に、粘着剤層２４
，２４が設けられたものである。このように構成された布粘着テープ２００，３００にお
いても、布粘着テープ１００と同様の作用効果が奏される。
【実施例】
【００６１】
　以下、本発明に係る具体的な実施例について説明するが、本発明はこれらに限定される
ものではない。
【００６２】
〈実施例１～３及び比較例１～５〉
　経糸及び緯糸として、表１～表３に示す各種の糸及び基材構成を用い、図３に示す布粘
着テープ１００と同様の構成を有する布粘着テープを作製した。また、その両面にポリエ
チレンフィルムを０．１ｍｍ厚さで押出し加工してラミネートテープを形成した。
【００６３】
〈評価〉
　実施例１～３及び比較例１～５のラミネートテープについて、厚さ、手切れ性、加工性
、密着性、動摩擦係数、動摩擦帯電圧、引き裂き強さ、引張強度、伸びを以下の方法によ
り測定評価した。
【００６４】
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（厚さ）
　ポリエチレンフィルム有りのもの／無しのものについて、サンプル片の厚さをダイヤル
シックネスゲージ（ＰＥＡＫＯＣＫ社製：ＭＯＤＥＬ　Ｈ－１Ａ）を用いて測定した。
【００６５】
（手切れ性）
　経方向及び緯方向において、実施例１～３及び比較例１～５で得たラミネートテープに
つき、各１０枚の試験片を手で切断し、その際の初期抵抗、切断面のきれいさ、直進性を
観察し、手切れ性良否の判断を行なった。
【００６６】
（加工性）
　製造時の糸切れの有無、糸の引っ掛かりの有無、糸のヨレやタレの有無に基づいて、加
工性の良否を判定した。
【００６７】
（密着性）
　各ラミネートフィルムを布粘着テープに加工し、ＪＩＳ　Ｚ０２３７に準拠して粘着力
の測定を実施した。なお、密着性の測定値は、ラミネート層の剥がれがある場合には、そ
の粘着力以下とし、ラミネート層の剥がれがない場合には、その粘着力以上とした。
【００６８】
（動摩擦係数）
　緯糸の試験片５つについて、大栄科学社製の糸動摩擦係数測定器（型式：μｋタイプ）
を用いて動摩擦係数を測定し、その平均値を算出した。このとき、ドラム（材質：ナイロ
ン）回転数を３０ｒｐｍ、バランス分銅を１０ｇとした。
【００６９】
（動摩擦帯電圧）
　ＪＩＳ　Ｌ１０９４の５．２摩擦帯電圧測定法に準拠し、経方向及び緯方向における摩
擦帯電圧を測定した。
【００７０】
（引き裂き強度）
　ＪＩＳ　Ｐ８１１６の紙及び板紙の引裂き強さに準拠し、東洋精機社製のＥＬＥＭＥＮ
ＤＯＲＦ　ＴＥＡＲＩＮＧ　ＴＥＳＴＥＲを用いて、経方向及び緯方向における引き裂き
強度を測定した。
【００７１】
（引張強度）
　ＪＩＳ　Ｌ　１０９６Ａに準拠し、経方向及び緯方向における引張強度を測定した。
【００７２】
（伸び）
　上記引張強度測定時の破断時の伸びを、東洋精機社製のＳＴＯＲＯＧＲＳＰＨ　Ｖ１－
Ｃを用いて測定し、その値を経方向及び緯方向における伸度とした。
【００７３】
　以上のようにして実施例１～３及び比較例１～５のラミネートテープについて測定評価
した結果を表１～表３にまとめて示す。
【００７４】
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【表１】

【００７５】
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【表２】

【００７６】
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【表３】

【産業上の利用可能性】
【００７７】
　以上説明したとおり、本発明による布粘着テープは、薄層化及び軽量化を実現しつつ、
緯方向及び経方向の両方の手切れ性、及び、加工性に優れるので、業務用及び日常用を問
わず、荷造り・梱包作業、塗装時や引越し等の作業時に壁や床等を保護する養生用途、応
急固着や仮止め用途等の各種用途、及び、これらの作業が必要な種々の分野において、広
く利用することができる。
【図面の簡単な説明】
【００７８】
【図１】本発明による布粘着テープの好適な一実施形態に備わる布粘着テープ用基材を概
略的に示す平面図である。
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【図２】本発明による布粘着テープの好適な一実施形態に備わる布粘着テープ用基材を概
略的に示す平面図である。
【図３】本発明による布粘着テープの好適な一実施形態の要部を概略的に示す断面図であ
る。
【図４】本発明による布粘着テープの好適な他の実施形態の要部を概略的に示す断面図で
ある。
【図５】本発明による布粘着テープの好適な他の実施形態の要部を概略的に示す断面図で
ある。
【符号の説明】
【００７９】
　１，２…布粘着テープ用基材（基材）、１２…経糸、１４…独立鎖編み、１６…緯糸、
２０…ラミネート層、２２，２６…ラミネート基布、２４…粘着剤層、１００，２００，
３００…布粘着テープ。

【図１】 【図２】
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【図４】

【図５】
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